


２０２３（令和５）年度市民ネット政務活動費内訳一覧

月 日 収入 支出 差引残高 項目 備考
領収書

No.

5 12 440,000 440,000 令和５年度政務活動費

調査研究費

11 2 256,100 183,900 調査研究費

航空券・宿泊（３名）

レンタカー（仙台市〜多賀城市

〜 一関市〜奥州市〜遠野市〜

岩手花巻空港）

1

2 3,150 180,750 調査研究費 旅行保険料 2

6 3,300 177,450 調査研究費 昼食代金（３名） 3

6 4,000 173,450 調査研究費 夕食代金（３名） 4

7 3,050 170,400 調査研究費 昼食代金（３名） 5

7 4,500 165,900 調査研究費 夕食代金（３名） 6

8 2,940 162,960 調査研究費 昼食代金（３名） 7

8 4,500 158,460 調査研究費 夕食代金（３名） 8

8 500 157,960 調査研究費 駐車料金（遠野） 9

9 3,234 154,726 調査研究費 レンタカー燃料費 10

9 1,980 152,746 調査研究費 レンタカー安心パック料金 11

9 4,500 148,246 調査研究費 昼食代金（３名） 12

9 3,900 144,346 調査研究費 駐車料金（千歳空港） 13

9 3,485 140,861 調査研究費 自動車燃料費 14

1 10 10,170 130,691 調査研究費
高速料金 ETC 分(岩見沢・一

関・松島海岸・水沢・士別剣淵)
15

差引合計

440,000 309,309 130,691



令和５年（2023）年度

名寄市議会

市民ネット

会派行政視察

2023 年 11 月 6 日（月）〜11 月 9 日（木）

宮城県・岩手県



令和５年度 名寄市議会市民ネット 行政視察 〈１〉

報告者 高野 美枝子

１ 実施年月日 令和５年１１月７日（火）１０：００〜１１：３０

２ 視察場所及び視察項目

宮城県多賀城市「多賀城市立図書館の取り組みについて」

参加者 市民ネット 高野 美枝子 、 倉澤 宏 、 山崎 真由美

４ 視察の概要

【視察の目的】

「多賀城市立図書館の取り組みについて」

名寄市の図書館は昭和４３年に建設され老朽化に加え耐震については対応できていませ

ん。エレベーターやエスカレーターも無く高齢者が２階や３階の利用ができない等、特に

老朽化と使いづらさについては常日頃多くの市民から指摘されているところです。少子高

齢化、人口減少、公共施設等の老朽化を受け中心市街地の活性化や公共施設再配置計画、

施設の複合化など、今後名寄市民が満足する図書館とはどのような図書館が望ましいか東

北随一の文化交流拠点づくり、市街地再開発事業として成功した多賀城市立図書館を視察

しました。

【視察事項】

① 道北随一を目指す多賀城市立図書館の取り組みについて

② 図書館ゾーンと商業ゾーンが合わさった新しい形の図書館建設の背景と市民の利用状

況について

【調査説明概要】

多賀城市は 2024 年に創建 1300 年を迎える人口 62,000 人、面積 19,69K ㎡。仙台市中心

部から 12 ㎞で職住近接のベットタウンとして栄えてきました。駅前は古い住宅が立ち並び

とても駅前中心街とは呼べない状況で駅前再開発は 30 年以上の行政や市民の念願でした。

旧図書館は昭和 53 年開館、手狭で老朽化が進み交通アクセスが悪く、市民から場所がわか

らない、貸し出しサービス中心の時代に建設されたものでした。平成 28 年 3 月 21 日開館

した新図書館は①地域で活躍する人材創出のエンジン②地域と市民生活の発展に貢献する

教育施設③東北随一の文化交流拠点の中核施設「智の拠点」そして「もう一つの家」をコ

ンセプトに取り組みました。

図書館フロアは１階が家族や人々で賑わうリビングルーム。２階は居心地の良い書斎の

ような空間。３階は集中して過ごせる学習・研究・仕事の場。商業施設フロア１階は蔦屋

３ 対応者 市 長 深谷 晃祐

副議長 米澤 まき子

議会事務局局長 田畑 裕一

議会議事調整係副主幹 松岡 秀樹

説明者 教育委員会生涯学習課生涯学習係 副主幹 丸山 隆

〃 主事 佐藤 佑哉



書店、スターバックスコーヒー、ファミリーマートに繋がり、２階は蔦屋書店レンタルが

図書館に繋がり、３階のレストランは図書館とは繋がっていません。指定管理者により１

年３６５日９時～２１時３０分の開館、書架２２万冊、蔵書２６万冊、フロア座席は旧図

書館の６倍の３００席、面積も２.１倍になりました。その結果年間来館者数が１０万人で

あったのが１２倍の１２０万人、図書貸し出しは３３万冊が２倍の６６万冊、市民利用率

は１割が５割を超え市民総合満足度が８２.４％になっていました。

【質疑応答概要】

Q：コンセプトやフロアイメージが非常に斬新でなかなか思いつかないような内容になって

いるが経過は。

A:30 年以上にわたって様々な市民意見などを参考に指定管理者の提案によって決定した。

Q:多賀城駅北開発株式会社の多賀城駅北地区第一種市街地再開発事業のかかわり方は。

A:図書館は市の所有で商業施設は多賀城駅北開発株式会社が市に貸している。

Q指定管理者の選定基準は。

A：前市長のトップダウンでした。

人口規模も歴史も違い名寄市の参考になり得るのか視察前には迷いもありましたが、視察

させていただき本当に参考になり、有意義でした。現在名寄市では、駅前中心市街地に複

合施設としての図書館の構想が提案されていますが大いに参考となる、魅力溢れる賀城市

立図書館でした。

令和５年度 名寄市議会市民ネット 行政視察 〈２〉

報告者 高野 美枝子

１ 実施年月日 令和５年１１月７日（火）１４：３０〜１６：００

２ 視察場所及び視察項目

岩手県一関市「一関市のまちづくりについて」

３ 対応者 一関市議会事務局長補佐兼調査係長 熊谷 優 氏

一関市議会事務局次長兼庶務係長 細川 了子 氏

説明者 一関市まちづくり推進部まちづくり推進課長 後藤 治 氏

同 まちづくり推進係長 山崎 政義 氏

参加者 市民ネット 高野 美枝子 、 倉澤 宏 、 山崎 真由美

４ 視察の概要

【視察の目的】

「一関市のまちづくりについて」

【考察・成果】

東北随一を誇る多賀城市立図書館は駅のすぐ目の前にあり、商業施設やレストランやカフェがあ

りとても魅力的で素敵な図書館でした。このような図書館が近くにあれば毎日でもたち寄りたいと思

います。



名寄市は人口減少、高齢化、生産人口減少が顕著となり、今後ますます加速されること

が懸念されます。今後の「まちづくり」をどうしていくのか、どこから取り組んでいけば

いいのか、名寄市の課題である「まちづくり」を先進的に進めている一関市の取り組みと

課題について、当市の参考とするために視察先としました。

【視察事項】

① 市民・企業・行政協働によるまちづくりについて

② 輪っしょい！WEB 活用の方法と状況について

③ 地域づくり支援体制について

【調査説明概要】

一関市は岩手県の南端に位置し南は宮城県、北は秋田県と接し、東北地方のほぼ中間に

あり、平成１７年、２３年と近隣市町村と合併し令和５年４月現在人口 108,587 人、面積

は 1,256．42 ㎢となり広大な面積となりました。それまで一関市では総合計画に基づき総

合的、計画的なまちづくりを進め、この間一関商工会議所は中心市街地の具体的整備につ

いて提言し、独自の活動を展開してきました。人口減少や少子化、高齢化により中心市街

地と各拠点の整備や活用方針について商工会議所と考えを共有し、市民・企業・行政協働

によるまちづくりが急務となりました。行政区域が広大になり、歴史や事業形態が様々な

地域を支援するためには協働が大変重要になりました。

平成２２年１２月「一関市協働推進アクションプラン」を策定し協働のための「人づく

り」「環境づくり」『仕組みづくり』に取り組み、協働の定義を「継続的な話し合いと合意

形成」とし、市民ニーズの多様化、高度化と補完性、住民自治の充実など市民と行政が信

頼関係を構築し、連携して課題解決することが必要で、一関市地域協働推進計画（期間 平

成２６年度から平成３０年度）、第２次一関市地域協働推進計画（平成３１年度から令和５

年度）に基づいて進められていました。

平成２６年には一関協働推進ホームページを整備し、より一層の協働に対する WEB を活

用した「輪っしょい！WEB」ニュースを作りお知らせや募集をタイムリーに行っています。

平成３０年にリニューアルし現在に至っています。「輪っしょい！」は平成２２年アクショ

ンプランのキャッチフレーズでした。

地域づくりの支援体制については①一関市元気な地域づくり事業②自治会等活動補助金

③地域づくり交付金④地域おこし事業補助金があります。

【質疑応答概要】

Q:名寄市も「協働」といい続けていましたが、なかなか市民に浸透していかない、きっか

けはありますか。

A:まちづくりの第一人者である高崎経済大学の教授に職員向け、市民向けに講演をしても

らいました。市民活動センターの存在も大きい。

Q地域課題に沿ってどの様に会議を進めているのか。地域や女性の参加状況は。

A:NPO 地域活動センター職員も構成員になりファシリティターとして話し合いや活動を支

援し、全体的な掌握・推進をしている。参加状況は文章を出して待っているだけだはなく、

今後は声を掛け合い一緒に参加するよう取り組んでいきたい。

Q:１７年、２３年と８市町村の合併は大変だったと思う。市民理解、意識の醸成はどの様

に。



A:現在商工会議所、観光協会も一ついになっている。地域での交流は盛ん。合併で市民の

行動範囲が広くなった。

【考察・成果】

名寄市の４倍の人口、約 2 倍の面積の一関市を今回視察し、２回の合併で地域状況も歴史も

様々な中で、７個所の拠点を置き、地域で議論を重ね、特色ある事業に取り組んでいることに学ぶ

ところが大いにありました。

「協働」は各地で取り組まれ、名寄市もこの間言い続けてきましたが、なかなか市民・企業・行政が一

体となって進んでいるのかという点では疑問があります。

一関市においても様々な課題があるとのことですが、要はその地域に住む方々の地域コミュニテ

イを醸成し、地域で考え行動することで連帯や共有が生まれ、その地域で安全に生活し、住み続け

ることが出来、市民一人ひとりが安心や幸福につながるものが求められているのだと、改めて認識し

ました。

令和５年度 名寄市議会市民ネット 行政視察 〈３〉

報告者 山崎真由美

１ 実施年月日 令和５年１１月８日（水）９：４０〜１１：４０

２ 視察場所及び視察項目

岩手県奥州市「６次産業化推進計画について」

① 奥州市６次産業化推進計画について

② 農商工の連携推進と農畜産物を活かした魅力ある商品開発について

３ 対応者 奥州市議会副議長 加藤 清 氏

議会事務局 小野 幸奈 氏

説明者 奥州市農林部農政課

課長兼食農連携推進室長兼人・農地プラン推進室主任 村上 睦 氏

食農連携推進室室長補佐 千葉 和幸 氏

食農連携推進室上席主任 及川 直樹 氏

参加者 市民ネット 高野 美枝子 、 倉澤 宏 、 山崎 真由美

４ 視察の概要

◎岩手県遠野市

（１）市の概要

人 口：１１０,８７７人（男：５４,０７２人 女：５６,８０５人）

世帯数：４６,３６３世帯

奥州市は、水沢市、江刺市、前沢町、胆沢町、及び衣川村の５市町村が合併し、平成

１８年２月２０日に誕生した。岩手県の内陸南部に位置し、総面積は９９３.３０平方

キロメートルと広大な面積を有している。

地域の中央を北上川が流れており、北上川西岸には胆沢川によって開かれた胆沢扇



状地に、水と緑に囲まれた散居のたたずまいが広がっている。北上川東岸には、北上

山地につながる田園地帯が広がり、地域全体が緑あふれる豊な自然に恵まれている。

稲作を中心とした複合型農業により、県内屈指の農業地帯となっているほか、交通

の利便性の良さを背景に、商工業の集積が進んでいる。

（２）視察の目的

名寄市における農業施策の参考にすべく奥州市６次産業化推進計画について研修を

深めるとともに、農商工の連携推進と農畜産物を活かした魅力ある商品開発について、

実践事例を含め研修する。

（３）視察内容

〇 奥州市６次産業化推進計画策定の経過

・平成 27 年１月策定

「奥州市地域６次産業化ビジョン」（計画期間：平成 26 年度〜平成 28 年度）

目的：基幹産業の農業を基軸に、異業種産業との連携により、農林畜産物等の高付

加価値化を図り、新しい内発型ビジネスモデルの創出と地域農業の可能性を広げ、

地域ぐるみの産業振興を図る。

評価指標を奥州市の知名度とする。

・平成 29 年３月策定

「第２次奥州市地域６次産業化ビジョン」（計画期間：平成 29 年度〜平成 31 年度）

地域おこし協力隊の採用。地域６次産業化活動の拠点設置

組織見直し：令和２年６月「奥州市６次産業化・地産地消推進協議会」の設立

食農連携推進室が事務局担当

・令和 3年 3月策定

「奥州市６次産業化推進計画」（計画期間：令和 3年度〜令和 6年度）

令和 4年度に中間評価及び見直し：計画期間を令和 8年度まで延長

総合計画及び農業振興ビジョンと終期を合わせる。

〇 奥州市６次産業化推進計画の概要

・基本理念

奥州市の地域資源の高付加価値化の推進

農林業者が主体となって行った従来の６次産業化を発展させ、地域資源を活用し、

市内外の多様な事業主体が行う、新商品開発や高付加価値化への取り組みを支援。

奥州市における所得と雇用機会の確保を図り地域活性化を目指す。

・現状と課題等

６次産業化に対する補助金による支援→ 全国的に成功事例が少なく、事業化までに

課題が多い。販売経験が不足。

人材発掘・人材育成→ セミナー（H29〜R３で 14 回延 182 名）

個別相談会の実施（H27〜R３で延 73 件）

相談はあるが、明確な事業計画ができている事例が少ない。

委託加工による商品開発を推奨→ 大規模施設はなく市外に委託。取り組む者の相当



の覚悟が必要

南いわて食産業クラスター形成ネットワーク→ 産学官金の連携により、食を核とし

た産業クラスターの形成を目指す。

南いわて食産業クラスターネットワークによる「食のビジネス交流会」→ 自分の商

品をバイヤーに直接紹介（現在１名のみ）

○ ６次産業化による新商品開発（補助金活用）

地元食材を使った弁当、米粉麺、ガーデンハックルベリー（飲む酢、どら焼き）、甘

酒、生姜の粉、生姜シロップ

（４）主な質疑応答

Ｑ：セミナー参加者の年代等状況は。

Ａ：４０代〜５０代で既に農産物（商品）を持っている方、更に余力ができたところでの

取組希望者の参加が多い。新規就農者の参加は少ない。

地域おこし協力隊は今年度採用であり同席するに留まっている。

Ｑ：知名度向上を目的としているが、成果を何をもとにして捉えるのか。

Ａ：市町村の魅力ランキングを指標としている。

Ｑ：行政の計画、戦略を進めるにあたっての人手不足の状況は。

Ａ：６次産業化は農業が中心であるが農家戸数は減少している。新たな工業団地を造成し

ているがそれほど人はいない。人の奪い合いというわけではないが、農業のみならず

人の確保は大変である。市としても考えて行かなければならない。

Ｑ：若い女性が活躍できるように、女性対象の補助金などは。

Ａ：今年度の補助金対象（１件）の内容は、飲食店経営の夫婦から、奥さんのお菓子作り

及び販売に対し申請があった。また、セミナー参加者の半数が女性であることもあり、

調味料の販売につながっている事例もある。女性の発信力は素晴らしい。

Ｑ：地域おこし協力隊の女性は。

Ａ：地域振興のために募集した。古民家活用の希望もある。創業から運営にいたるまで、

女性活躍の応援をしていく。

Ｑ：素晴らしい地域の歴史・文化に裏付けられた事例は。

Ａ：農山漁村発イノベーションは農業だけでなく地域の様々な分野を関連づくていくこと

が大切と捉えている。農家レストランを経営されている東京から嫁がれた５０代女性

の事例もある。

（５）視察後の考察

〇 名寄市においても６次産業化については農業分野だけではなく、異業種産業との連携

により農林畜産物等の付加価値化を図り、新しい内発型ビジネスモデルの創出と地域農

業の可能性を広げ、地域ぐるみの産業振興を図ることが重要である。

〇 農家戸数の減少や担い手不足は共通の課題であるが、６次産業化セミナー等による人

材育成の中で女性の参加も多く、女性の発信力の高さや起業に向けたモチベーションは

成功事例に繋がっている。セミナーの開催にあたっては、内容や周知方法を工夫し多様

な業種の方に参加してもらうことが成果につながる。



〇 日々の専門的相談については、県の「食のプロフェッショナルアドバイザー」や南い

わて食産業クラスター形成ネットワークに繋ぐこととしている奥州市の様に、北海道や

上川振興局との連携を密に整えていくことが重要であると考える。

令和５年度 名寄市議会市民ネット 行政視察 〈４〉

報告者 山崎真由美

１ 実施年月日 令和５年１１月８日（水）１４：００〜１６：００

２ 視察場所及び視察項目

岩手県遠野市「児童の権利に関する条例について」

③ わらすっこ条例と応援事業者認定制度について

④ 遠野市における子育て応援施策について

３ 対応者 遠野市議会教育民生常任委員会委員長 佐々木 恵美子 氏

議会事務局主幹兼次長 千葉 芳治 氏

説明者 遠野市健康福祉部健康福祉の里子育て支援課課長 菅原 康 氏

参加者 市民ネット 高野 美枝子 、 倉澤 宏 、 山崎 真由美

４ 視察の概要

◎岩手県遠野市

（１）市の概要

人 口 ：２４,５２８人（男：１１,８２９人 女：１２,６９９人）

世帯数 ：１０,６９２世帯

高齢化率：４２.１％

遠野市は、岩手県南東部の内陸に位置する。東西、南北ともに約３８km、総面積は

８２５.９７㎢で、隆起準平野と言われる北上高地の中央に位置し、１,９１７mの早

池峰山を最高峰に、標高３００m〜７００mの高原群が周囲を取り囲んでいる。市域の

中央に遠野盆地があり、中心市街地が形成されている。また、北上川の支流である猿

ヶ石川は早瀬川、小友川、宮守川、達曽部川など大小多くの河川と合流しながら西走

し、それらの河川沿いを中心に耕地と集落が形成されている。土地の多くは山林とな

っており、田畑は８.１％、宅地は１.２％となっている。

柳田國男の「遠野物語」の舞台となった町であり、河童や座敷童子などが登場する

「遠野民話」が伝わる。

（２）視察の目的

急速に進む少子化に対し、「子育てをみんなで応援し、わらすっこの笑顔があふれる

まちづくり〜子育てするなら遠野〜」を基本理念とし、遠野市少子化対策・子ども・

子育て支援総合計画「第２次遠野わらすっこプラン」（計画期間：令和２年度〜令和６

年度）が進められている。この遠野わらすっこプランを理念で支える「遠野わらすっ

こ条例」と遠野市の子育て応援施策について研修を深め、名寄市の子ども・子育て施



策への参考とすることを目的とする。

（４）視察内容

わらすっこ条例と応援事業者認定制度について

平成１９年度 「遠野市少子化対策・子育て支援総合計画」（わらすっこプラン）を

策定。

平成２１年４月 「遠野市わらすっこ条例」←遠野わらすっこプランを理念で支える。

―条例制定の考え方―

当初、「当たり前のこと」と感じていたことををみんなで共有してお

くことが重要であると判断し、全国でも早い時期の条例制定を行う。

「遠野市わらすっこ基金条例」←財源で支える。

令和元年度 子ども子育て支援３本柱である「条例・プラン・基金」について総

合的に検討。

「遠野市わらすっこ条例」の一部改正

「第２次遠野市わらすっこプラン」の策定

「遠野市わらすっこ基金」の新たな仕組みづくり

わらすっこ条例

第１章 総則 第１条 目的

「この条例は、児童の権利に関する条約を基にして、子どもの権利を守り、

の成長を支援するしくみなどについて定めます。これにより、市が、子

どもの最善の利益を第一に考えながら、子どもの権利を保障することを

目的とします。」

第２条 定義

「・・・子どもとは１８歳未満の人をいいます。ただし、これらの人と同

じように子どもの権利を持つことがふさわしいと認められる人も含み

ます。」

第２章 子どもの権利 第３条 子どもの権利の保障

第４章 安全に安心して生きる権利

第５条 豊かに育つ権利

第６条 自分が守られる権利

第７条 参加する権利

第３章 子どもの権利を保証する責務 第８条 共通の責務

第９条 保護者の責務

第 10 条 地域住民等の責務

第 11 条 学校等関係者の責務

第 12 条 事業者の責務

第 13 条 市の責務

第４章 子どもに関する基本的な市の取組 第 14 条 子どもの権利の普及

第 15 条 虐待、体罰、いじめなどの防止及

び救済



第 16 条 子どもの育ちの支援

第 17 条 こどもの参画活動の推進

第 18 条 子育て家庭の支援

第５章 推進体制の整備 第 19 条 推進計画の策定

第 20 条 評価

第 21 条 推進体制

第６章 わらすっこ支援委員会 第 22 条 わらすっこ支援委員会の設置

第 23 条 委員会の所掌事務

第 24 条 提言及びこれに対する措置

第 25 条 組織

第 26 条 委員の責務

第 27 条 任期

第 28 条 委員長及び副委員長

第 29 条 会議

第 30 条 関係者の出席

第 31 条 庶務

第７章 雑則 第 32 条 委任

応援事業者認定制度

子育て期の従業員が仕事と子育てを両立できる職場環境づくりや、子どもの育成に関

して遠野市わらすっこ条例の理念に協賛していただける事業者を認定する制度。

令和４年度までに５３事業者が認定されている。

遠野市における子育て応援施策について

子ども・子育て関連主要事業

(ア) 未来につなぐ子ども家庭支援事業

(イ) 看護保育安心サポート事業

(ウ) わらすっこ療育支援事業

(エ) わらすっこ居場所事業

(オ) 保育所等運営事業

(カ) わらすっこ基金助成

(キ) わらすっこ応援券交付事業

(ク) ファミリー・サポート・センター事業

(ケ) ひとり親家庭支援

(コ) 白岩児童センター整備事業

(サ) 地域医療環境整備事業

(シ) 安心子育て・ママの里推進事業

(ス) 妊産婦あんしんサポート事業

(セ) すこやか子育て保健事業

(ソ) 未熟児養育医療費給付事業



(タ) こうのとり応援事業

(チ) 親子あんしん相談支援事業

（４）主な質疑応答

Ｑ： 子育てするなら遠野市「第２ステージ」とあるように、平成２１年に「わらすっこ条

例」が作成されてから現在に至るまで、ステージを変えて更に磨きがかけられている

と思う。その内容は。

Ａ： 平成元年からスタートしたが、年々少子化が課題となり子ども子育ての行動計画等を

含めて条例として整理してきた。

Ｑ： 子どもの定義として、遠野市に住民票のない方への考え方について。

Ａ： あくまでも自治体の条例であるので自治体に籍がある子どもを対象にしている。しか

し、実務上は広域で情報共有を行い対応を行なうケースもある。（虐待防止につなが

る対応、特別支援学校に関わる事例）

表現をひらがなで「こども」とし、年齢だけで考えていくことがどうかと思う。１８

歳を過ぎると健康福祉部の対応となっていく。

Ｑ： 相談対応の担当部署は変わるか。

Ａ： 子育て応援部から健康福祉部の対応となっていく。

Ｑ： 特別支援学校高等部への送迎が市民協働による仕組みとなっている。方法は。

Ａ： 保護者からの動きで実現した。保護者の送迎が困難である場合、保護者が添乗員とし

て同乗し行政も協力連携しながら車両の運行をしている。

Ｑ： 名寄市も未満児を預けたい人が多いが保育士確保は課題である。採用についての取り

組みは。

Ａ： 正規の職員だけでは厳しい現実があり補助者を活用し１６ヶ所の保育施設を運営して

いる。

Ｑ： 遠野市の保育施設は多いと思う。施設の老朽化など課題については。

Ａ： 一番小さい保育所は７名であるが、地域から保育所をなくすことには抵抗がある。

施設の老朽化も課題になっている。園児が２０名以下の保育所については地域に説明

していかなければならない段階にきている。

Ｑ：「わらすっこ条例」が早く整備された理由は。

Ａ：当時の担当者に危機感があったのであろうと思われる。少子化、核家族化を踏まえ喫

緊の課題であると捉えた。

Ｑ：条例があることによって予算確保はできるであろうが、職員の負担の影響は。

Ａ：当時は県内でもトップランナーであったが、既に他自治体に整備されむしろ追いかけ

ている状況にあると思う。条例制定は、職員事業推進の拠り所でもある。

Ｑ： 条例で保障されている「参加する権利」は、実際どのように行使されているのか。

Ａ：わらすっこ支援委員会（年間４回）に自分から手を挙げた高校生が２名入っている。

高校生が代表として思いを発言できる場面が設定されている。

議会でも「子ども議会」を開催している。

Ｑ： 子ども議会の内容は。

Ａ：企画は子ども子育て応援部が行い議会とも連携し、行なった



（５）視察後の考察

少子化に起因する課題は大きく、各自治体においては「子ども子育て支援計画」等

を策定し、鋭意取り組みが進められている。

名寄市においても「第２期子ども・子育て支援事業計画」を基に、名寄（ここ）で育

って、名寄（ここ）で育てて よかったといえるまちを目指して取り組みが進められ

てきている。第２期計画は令和６年度が最終年度となることから、今後は、計画に沿

った取り組み状況の検証と共に、次なるステージに向けた計画策定が進められるもの

と考える。

今回の視察で訪れた遠野市では、「条例・プラン・基金」を３本柱として、考え方・

方法・資金が整えられ、わかりやすく明確に示されている状況を研修することができ

た。

子ども子育てに関わっては、保護者のみがその責任を担うのではなく、大きな責任

を担う保護者を地域が一体となって支えていくことが必要である。特に、地域の中で

大きな役割を果たすことが期待される学校や事業者等の関係者、さらには全体を網羅

して取り組みを進める市の責務は重要である。

また、視点を変えた時に、子どもたち自らが権利について学び、気づき、お互いの

権利を尊重し合えるように力をつけていこうとする「子どもの権利条例」の制定は、

名寄市にとっても一考に値するものであると考える。


















